
  
 
 新たな在留資格「特定技能」について、初めての認定者が出ました。カンボジアからの技能実習生で 3 年の技能実

習を終えて「特定技能への変更申請」を行い、認められたものです。このほか、すでに技能実習を終えて母国へ帰国

していた元技能実習生 23 人も「特定技能」の在留資格を求めて申請を行っており、順次認められるようです。また、受

入れ企業に代わって外国人の生活サポートを行う「登録支援機関」も、全国で 8 機関が認められています。外国人材

を活用することで人手不足を解消したいとお考えの企業は、ぜひ、行政書士法人グローアップへご相談ください。 

 

■技能実習制度とは…  ※「技能実習 2 号」を良好に修了した外国人は、試験免除で「特定技能」へ変更可能 

  これまで「出入国管理及び難民認定法（入管法）」で規定されていた「技能実習制度」について、平成 29 年 11 月

「技能実習法」の制定・施行により内容が一新されました。技能実習制度は、開発途上地域等の外国人材が日本で

の実習を通して技能を身につけ、母国の経済発展に寄与するという「国際貢献」の位置づけでしたが、賃金の不払い

や違法な長時間労働などの問題が頻発したため、技能実習法による新たな技能実習制度では『技能実習の適正な

実施や技能実習生の保護』を主眼として、以下の規定が盛り込まれています。 

 

〇技能実習計画の認定 

 ※技能実習生ごとに計画を作成し、認定を受けた後は、その計画に従って技能実習を行わなければならない 

〇監理団体の許可制 

 ※監理事業を行うときは、その団体が適正に運営できるかを調査のうえ、事前の許可制となった 

〇優良な実習実施者および監理団体に限定して、実習期間の延長＋実習生の受入れ人数枠を 2 倍程度に増加 

〇「外国人技能実習機構」の創設 

 ※実習計画の認定、監理団体の許可の事務・調査を行う機関として創設 

 

■技能実習生の受入れ方式には「企業単独型」と「団体監理型」があるが、95％が「団体管理型」という実態 

  「送出機関」「監理団体」「実習実施企業」「技能実習生」等、登場人物が多く実態把握を難しくしている側面も。 

          

※技能実習生を受け入れる際、「常勤職員の総数に応じた人数枠」が定められています（技能実習 1 号：常勤職員 30

人で実習生 3 人等）が、在留資格「特定技能」は人数枠がありません（介護・建設分野を除く） 

※技能実習生は入国時、技能水準や日本語能力に基準がありません（介護のみ N４レベル要）。しかし、在留資格

「特定技能」は「相当程度の知識または経験」が必要なため、技能水準と日本語能力の試験合格が必須 
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※送出し国は、 

現在 15 か国。 

実習⽣数の上位から 

ベトナム、中国、 

フィリピン、 

インドネシア、タイなど 



 

 

 

【在留資格一覧表】 

 ※就労が認められるものと、「資格外活動許可」を受けて就労が一部認められるもの等を確認しておきましょう！ 

 

 

意が必要です。 

■在留資格とは… 

日本に入国しているすべての外国人は何らかの「在留資格」を持っており、日本

で行う活動に応じて「在留資格」が許可されています。「在留資格」で認められた活

動以外を行うと「不法就労」となり、会社も「不法就労助長罪」に問われるため、注 
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